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こと」(AICPA[1973]p.13)とする会計理論であり，FASB および IASB の概念フレームワー




















1. FASB/IASB 共同プロジェクト発足までの経緯 
IASB は同審議会発足（IASC 改組）直後の 2001 年 7 月に，イギリス会計基準審議会(ASB)
との共同プロジェクトとして「業績報告プロジェクト」(performance reporting project)を
発足させた。認識・測定問題には触れず表示問題だけに焦点を絞って，「単一の包括利益計
算書」(single statement of comprehensive income)のあるべき様式を開発するというのが，
当該プロジェクトの基本方針であった(IASB[2002d]p.1)。 
他方，FASB は 2001 年 10 月に，「営利企業の財務業績報告」(Financial Performance 
Reporting by Business Enterprises)を正式にアジェンダに加えた。統一性や首尾一貫性を
欠いた従来の業績報告実務の改善を図るということのほかに，かかる取り組みが IASB と歩
調を合わせたプロジェクトを手がける時宜を得た試みにつながるということが，当該プロ
ジェクトの主たる意義の 1 つとして掲げられた(FASB[2001b]p.2)。 
「グローバルな会計基準の収斂」(convergence of global accounting standards)に向けた
共同を謳った「ノーウォーク合意」(Norwalk Agreement)が FASB と IASB の間で交わさ
れたのは，それから約 1 年後の 2002 年 9 月（ニュース・リリースは 10 月 29 日）のこと
であった(FASB[2002b])。合意形成のために開催された同年 9 月の合同会議では，検討され
るべき課題の 1 つとして業績報告プロジェクトも取り上げられた（山田[2003]81 頁）。以上












IASB[2004])。検討作業は 2005 年 1 月に開始された。 
 






























 表 1 に示された検討課題のうち，包括利益の報告に直接関連するのは，セグメント A の
 4
1 とセグメント B の 1 である。 
 セグメント A の 1 に掲げられた検討課題は，「『継続的活動から生じる純利益』または『損
益』という既存の小計に類似した小計が記載される単一の包括利益計算書 (a single 
statement of comprehensive income)を要求するべきか」というものである（表 1 参照）。 
既述のように，IASB は ASB との共同プロジェクトを発足させるにあたってすでに，「単
一の包括利益計算書」のあるべき様式を開発するという基本方針を明らかにしていた。こ
の点は，FASB においても同様であって，同審議会は IASB とのプロジェクト合意に先立ち，
「企業実体は，単一の包括利益計算書において，収益，費用，利得，損失に関するすべて
の項目を報告するべきである」(FASB[2004c]) ということを，業績報告プロジェクトの「暫
定方針」(tentative decisions)の 1 つとして明らかにしていた。「単一の包括利益計算書を要
求するべきか」というセグメント A の 1 の後半部分は，両審議会のこうした「方針」が共
同プロジェクトにおいて改めて検討されるべき課題とされたことを意味している。 
 これに対し，「『継続的活動から生じる純利益』または『損益』という既存の小計に類似
した小計が記載される」(that includes a subtotal similar to the existing subtotals “net 







他方，セグメント B の 1 に掲げられた検討課題は，「『純利益』または『損益』とその他
の包括利益の間に『リサイクリング』項目を設けることに意味はあるか。もし意味がある
とすれば，リサイクルされるべき取引および事象はどのような基準にもとづいて決定され，











表示されることになる（図 2 参照）。 
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つまり，セグメント B の 1 の「純利益とその他の包括利益の間に『リサイクリング』項
目を設けることに意味はあるか」という問いの実質的な含意は，「包括利益計算書で純利益
を表示することに意味はあるか」という点に帰着するのであり，その意味で，セグメント B
の 1 は，上掲のセグメント A の 1 よりもさらに一層明確に包括利益一元化論を反映した検
討課題となっているのである。 
 
図 1 FAS130 で例示された純利益及び包括利益計算書 
収 益 $150,000 





その他の包括利益，税引後：   
 外貨換算勘定調整 8,000 
 有価証券未実現利得：  
  当期未実現保有利得 $13,000  










（出所）FAS130, Appendix B, Format A: One-Statement Approach により作成。 
 
包括利益一元化論は，利益概念の純利益と包括利益への二元化現象と包括利益重視の会






































































資産の測定は次の 3 つの段階からなるとされる。すなわち，第 1 は将来の用役が実際に存
在しているかどうかの確認，第 2 は存在する用役の量の推定，第 3 は推定された用役の量
を価格づけるための基準の選択である(AICPA[1962]p.23)。かかる観点から同原則試案は，
貨幣性資産については「割引将来交換価格」(discounted future exchange prices)による測
定を，非貨幣性資産については「現在市場価格」(current market price)による測定を，そ





































においては，「純利益」(net income)と「純利益と保有損益の合計額」(net income plus holding 



























4. FASB 概念書第 6号(SFAC6) 
  ―利益概念二元化の確定と意思決定有用性アプローチとの統合― 






























































った。広い意味での IASB というのは，IASB の前身である IASC（2001 年に IASB に改組）
のほか，IASB の周辺にあって業績報告の制度設計に一定の関与をしてきた G4+1 や JWG
も，そうした組織に含まれるからである。これらは，IASB議長 (ASB初代議長)のD.Tweedie
とそのグループの活動拠点となってきた組織であり，思想的にはイギリスの強い影響下に





















































A  二元観  あり 多欄式 2 
B  二元観  あり 調整式 2 
C  一元観  なし* 伝統的様式 2 





























図 2 G4+1[1999]で提案された業績報告書様式 
営業活動 
 収 益 
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（出所）IASB[2002a]; IASB[2002c]; 企業会計基準委員会[2002]により作成。 
 
図 3 は，業績報告原則に依拠して提示された業績報告書様式のモデルである。
IASB[2002c](p.3)によれば，当該様式は，表 3 に示した「作業原則」(working principles)
の原則 1 および原則 3 に依拠して作成されたものとされる。すなわち，原則 1 にもとづい
て業績報告書の構成要素が「営業」と「財務」に区分され，さらに原則 3 にもとづいて各
構成要素がコラム 1（再測定前）とコラム 2（再測定）に再区分されているのである。業績
報告原則の原型を示したのが「業績報告概念書」 (Concepts Paper on Reporting 




図 3 概念書様式の基本モデル 




 合 計 
(Total) 
営 業(Operating) XX XX  XXX
財 務(Financing) XX XX  XXX
 XXX XXX  










図 4 数値例を用いて示された概念書様式 
 Current Period 
当 期









800    
 Cost of sales 
売上原価 
(300)    
 Gross margin 
売上総利益 
500    500
 Selling, general, admin 
expenses 
販売費及び一般管理費 
(100)    (100)





 Depreciation (CV) 
減価償却費 (時価) 
(10) Impairment (HC) 
減損(原価) 
(15)  
  Impairment (CV) 
減損(時価) 
(25)  
  Disposal gains/losses (HC) 
資産売却損益(原価) 
45  




 Service costs 
勤務費用 
(34) Changes in actuarial 
assumptions concerning 





 Past service costs 
過去勤務費用 
 
(12)    (115)
 Interest income 
利息収入 




      
  339  36  375
     
Financing 
財務
Pension interest costs 
年金利息費用 
(53) Unexpected change in the 





 Expected return on 
assets 
期待運用収益 
73 Unexpected return on assets 
期待外の運用収益 
480  
     
  20  345  365
     






 ただし，上掲の概念書様式には，かなり頻繁に変更が加えられている。とくに，図 3 で











表 4 概念書様式における列タイトルの名称変更 
 第 1 列のタイトル 第 2 列のタイトル 
2002 年 3 月段階 収益(Income) 評価調整(Valuation Adjustments) 
2002 年 4 月段階 当期(Current Period) 将来収益に関する期待の修正 
(Revision to Expectations of Future 
Income) 
2002 年 8 月段階 コラム 1(Column 1) コラム 2(Column 2) 
2002 年 9 月段階 イ ン カ ム フ ロ ー (Income 
Flows) 
評価調整(Valuation Adjustments) 
2002 年 12 月段階 再測定前収益(Income before 
Re-measurements) 
再測定(Re-measurements) 
（出所）IASB の公式サイトで公開された各段階の Project Summary 等により作成。 
 














ら 2 つの公開草案とりわけED48 に対する回答者の批判的コメント等を検討した結果，




























商品の認識を中止するべきである(ch.3, pars.3.1 and 4.1)。②当初認識時においても，当初
















4. JWG ドラフト基準(JWG[2001]) 























びリスクを具備し，金融市場の圧力から同様の影響を受ける」(Basis for Conclusions, 
par.2.1)という理由から，「このドラフト基準で提案されている会計原則はすべての企業に
適用可能である」(Basis for Conclusions, par.2.1)と結論づけている点も，IASC[1997]と同
様である（後述Ⅴ節 2 参照）。 
JWG[2001]によれば，「原価基準による測定値は，取引が行われた時点の経済状況の影響
だけを反映しており，実現や決済は損益を生み出した事象ではないにもかかわらず，価格




の当該変化の〔金融商品への〕影響を反映している」(Basis for Conclusions, par.1.8)。か
かる特徴を有するがゆえに，「包括的公正価値モデルは，原価モデルや原価・公正価値混合
モデルよりも，目的適合性の点で優れており，したがって，当該モデルが提供する情報は
経済的意思決定においても，有用性の点で優れている」(Basis for Conclusions, par.1.38)
とされる。総じて，「金融商品に関する歴史的原価主義会計を放棄することは，〔金融商品
















 前節までの検討によって，包括利益一元化論には 2 つの重要な背景があったことを，わ
れわれは確認してきた。1 つは利益概念の純利益と包括利益への二元化現象の発生であり，












































 第 2 は，認識規準としての実現を維持して実現項目と未実現項目の会計処理に相違を設
けることは，「経営者の意図」に依拠した会計を創出することにつながるということである














値評価を提案した IASC[1997] (ch.2, par.2.1)および JWG[2001](Basis for Conclusions, 
par.2.1)においては，当該提案の適用対象が，金融機関に限定されることなく，「すべての





























融商品への〕影響を反映している」(Basis for Conclusions, par.1.8)との指摘が見られる。
そして，JWG[2001]は，かかる観点から，「包括的公正価値モデルは，原価モデルや原価・
公正価値混合モデルよりも，目的適合性の点で優れており，したがって，当該モデルが提





















































































































る」(Basis for Conclusions, par.1.12)ことの証拠としているのである。しかも，Ⅳ節 4 で言
及したような理由から，JWG[2001]は，自らが提案する包括的公正価値モデルは金融機関







































IASBは 2005 年 11 月 16 日の審議会で，共同プロジェクトのセグメントA（表 1 参照）
に関する公開草案を公表することを決定した。この決定を受けて，IASBは，国際会計基準














ている純利益net income/損益profit or lossという小計を含む報告書―すなわち稼得利益及
び包括利益計算書statement of earnings and comprehensive income(FASB)/認識収益費用










が要求される唯一の 1 株当たり指標は EPS（１株当たり稼得利益 earnings per share）で
























2. 2 つの業績報告書様式の選択適用 














包括利益計算書の最上段で再表示されることになる（図 5 参照）。 
FASBは，「IASBの〔かかる〕決定は，基準書第 130 号パラグラフ 23 においてUS GAAP
として認められた代替的取扱の 1 つと類似したものである」(FASB[2006c])と述べている。
すなわち，そのかぎりで，セグメントAに関するIASBの暫定的結論を示したIASB[2006b]































図 5 IASB[2006b]で例示された業績報告書様式 
XYZ グループ―20X7 年 12 月 31 日に終了する年度の損益計算書(抜粋) 
 20X7 年度  20X6 年度 
収 益 390,000  355,000
 ：    ：     ： 
税引前利益 161,667  128,000
 ：    ：     ： 
継続的営業活動から生じた当期利益 121,250  96,000
 ：    ：     ： 
当期利益（純利益―引用者） 121,250  65,500
  
純利益を以下のように配分：  
親会社の持分保有者 97,000  52,400
少数株主 24,250  13,100
 121,250  65,500
  
1 株当たり純利益(通貨単位)：  
 基本比率 0.46  0.30
  
 
XYZ グループ―20X7 年で終了する年度の認識収益費用計算書 
 20X7 年度  20X6 年度 
当期利益（純利益―引用者） 121,250  65,500
その他の認識収益費用（その他の包括利益―引用者）  
在外営業活動の為替換算差額 5,334  10,667
売却可能金融資産の評価差額* (24,000)  26,667
キャッシュフロー・ヘッジの評価差額* (667)  (4,000)
 32
固定資産再評価益 933  3,367
約定退職給付の保険数理上の利得（損失） (667)  1,333
関連会社のその他の認識収益費用の帰属額 400  (700)
その他の認識収益費用の構成要素に係る法人所得税 4,667  (9,334)
税引後当期その他の認識収益費用 (14,000)  28,000
当期総認識収益費用（包括利益―引用者） 107,250  93,500
  
当期総認識収益費用合計を以下のように配分：  
 親会社の持分保有者 85,800  74,800
 少数株主 21,450  18,700

















































検討課題の 1 つとして位置づけられているのである。 
とはいえ，他方では，業績報告に関するFASB/IASBの基準設定活動を支援する作業グル
ープとして「業績報告共同国際グループ」(Joint International Group on Performance 
Reporting)が 2005 年に組織され，同グループにおいて「純利益は何を意味するか」(What 


















計基準の収斂を目ざした FASB との共同プロジェクトの過程で，表 5 に見るような用語の
乖離が FASB と IASB の間で生じたことは皮肉といえよう。本稿では，わが国における支
配的用語法にしたがい，FASB で使用されている用語を優先的に用いてきた。包括利益（総
認識収益費用）を表示する業績報告書をわが国に導入するさいには，こうした用語問題も
検討されるべき課題の 1 つとなるかもしれない。 
 
表 5 業績報告に関する用語の乖離問題 
FASB の用語 IASB の用語 
net income (earnings)(1)
純利益（稼得利益） 




total recognised income and expense 
総認識収益費用 
other comprehensive income 
その他の包括利益 
 
other recognised income and expense 
その他の認識収益費用 
statement of earnings and comprehensive 
income 
稼得利益及び包括利益計算書 
statement of recognised income and 
expense(2)
認識収益費用計算書 
 statement of profit or loss(3)
損益計算書 
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1 これら利益の名称は，FASBとIASBでは異なっている。本稿では，わが国でより広く使
用されているFASBの用語を優先的に用いることにする。この点の詳細については，本稿Ⅵ






















http://www.iasb.org/current/iasb.aspで公表されている“IASB Activities, Projects in 




 なお，G4+1 のメンバーは，オーストラリア会計基準審議会(Australian Accounting 
Standards Board)，カナダ会計基準審議会(Canadian Accounting Standards Board)，IASC，
ニュージーランド財務報告基準審議会(New Zealand Financial Reporting Standards 
Board)，ASB，FASB の 6 団体の関係者らで構成された。 
10 G4+1[1989]は，当該利益の呼称として，純利益のほか，「損益」(profit and loss)，「稼得
利益」(earned income)，「実現利益」(realised income)をあげている(par.5.8)。 
11 G4+1[1989]は， 
12 FRS3,par.56 において，ASB[1995]par. 6.25 とほぼ同内容の記述がなされている。 








                                                                                                                                                  
(Project Background)という指摘からも窺い知ることができる。 
17 IASBは，様々な資料において，当該原則の断片的な公表を断続的に行っている。表 3 に
示したのは，2002 年 8 月時点での暫定的結論である。 













付表 1 アプローチ A にもとづく財務業績報告書様式（概要） 
 ￡000 
 評価調整 1993 年度 歴史的原価損益計算書
Historical Cost Profit 





 ××× ××× 売上高 
 ： ： ： 
 (×××) (×××) 売上原価 
   ：  ： ： 
  (××)  (××)   (××) 純営業費 
 ： 
当期利益 
 ：  
 ×× 
 ：  
    ×× 
    支払配当金および 
(××)支払予定配当金 
  当期留保利益  ×× 
（出所）G4+1[1998]par.5.14 により作成。 
 
20 わが国では，「全面時価評価（会計）」(full fair value)と呼ばれることも多い。たとえば，
辻山[2002]349 頁を参照されたい。 





23 参考までに，JWG[2001]で提示されたドラフト基準が依拠する 4 つの原則を示せば，付
表 2 のようになる。 
 
付表 2 JWG[2001]で提示されたドラフト基準が依拠する 4 つの原則 
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（出所）JWG[2001]Basis for Conclusion により作成。 
 
24 Carsberg and Noke[1989]は，会計基準委員会(Accounting Standards Committee)の要
請にもとづきイングランド・ウエールズ勅許会計士協会(ICAEW)のリサーチ・ボードが作

















 この点については，齊野[2006]106 頁を参照されたい。 30




ステートメント・アプローチの選択の容認）がFAS130 で示された代替的取扱の 1 つと類似
したものであったことから，「FASBは，フェイズBの作業が明らかにされるまで，フェイズ
 42
                                                                                                                                                  
Aにおいてなされた結論の公表を延期する決定を下した」(FASB[2006c])ことと関連してい
ると考えられる。 
34 聞き取り調査の実施時期について，FASB[2004c]の原文では“between December and 
February 2002”となっている。前後の文脈から，当該実施期間は本文で記したような期間
であったと推察される。 







(statement of recognised gains and losses)の作成が認められ，当該報告書において包括利
益に相当する「総認識利得損失」(total recognised gains and losses)が表示されることにな
っている。認識利得損失計算書が作成されない場合，総認識利得損失は財務諸表で開示さ
れないことになる。 
37 IASB/FASB[2005]では，この検討テーマは「『業績』は何を意味するか」(What does 
“performance” mean?)となっている。 
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